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１．台湾の新規制の概要について

台湾側は､2024年1月1日以降に台湾に輸入される水産食品について

1. 輸出国政府を通じて、取扱施設の登録を申請し、台湾側の承認を受けること

2. 衛生証明書を添付すること を新たに義務付け。

対象のHSコード 品目

０３（全て） 魚並びに甲殻類、軟体動物及びその他の水棲無脊椎動物

１６０４に該当するもの 魚（調製し又は保存に適する処理をしたものに限る。）、キャビア及び魚
卵から調製したキャビア代用物

１６０５に該当するもの 甲殻類、軟体動物及びその他の水棲無脊椎動物（調製し又は保存に適
する処理をしたものに限る。）

取扱施設 （水産食品の供給過程に関わる施設（第3国の施設も含む））

 養殖施設(海面、陸上)
 加工施設(加工には、洗浄・内臓の除去・凍結処理・包装等を含む。)
 水産食品の加工船(もっぱら漁獲又は運搬を行う船舶を除く。)
 保管施設(冷凍庫、冷蔵庫、倉庫)
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農水省は、台湾側が求める新様式の衛生証明書を発行するため、必要な
手続を定める

「台湾向け輸出水産食品の取扱要綱（案）」（以下、要綱案）
を作成しました。

新様式の衛生証明書の発行を受けるには、
① 我が国から台湾に輸出される食用の水産動物及びそれらの加工品で、
ＨＳコードが03（全て）、1604、1605 に該当するものであり

② 要綱案で定める発行要件の全てに適合し
③ 要綱案で定める必要書類を提出すること

が、必要です。

2．取扱要綱（案）の概要について
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・台湾側の新規制では、日本側の施設認定が必要となります。その施設
認定を行うためには、台湾側によるシステム査察の完了が必要となりま
す。

・しかし、現時点では台湾側によるシステム査察が完了していないため、
当該査察が完了するまでは、輸出促進法に基づく施設認定は実施致
しません。

・システム査察が完了後（完了日未定）、要綱における（輸出促進法に
基づく）施設認定を開始します。（＝認定施設）
開始に当たっては、施設認定に係る手続を要綱に規定するため、要
綱改正を行います。

3．施設認定について
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現在台湾側に登録が承認された施設は登録施設として、施設認定の手続
を定めるまで、「衛生証明書の発行を可能とする施設」として扱います。
要綱案「４ その他（５）登録施設の取扱い」

登録施設については、本要綱に基づく施設認定を定めるまでの間、３（１）に係る証明書の発行を可能とする
施設として取り扱うこととする。

要綱案では、以下4つの施設を定めています。
【加工施設】
台湾向け輸出水産食品を加工（包装、凍結、冷却、内臓除去、切り身、むき身等（単なる保管を除く。））する施設。当
該加工を行う船舶を含む。

【保管施設】
台湾向け輸出水産食品を保管する施設
（加工及び養殖を除き、保管のみを行う施設）

【養殖施設】
台湾向け輸出水産食品を養殖する施設

【登録施設】
台湾向け輸出水産食品を最終加工する加工施設、最終保管する保管施設及び最終養殖する養殖施設であって、
台湾向け輸出水産食品の輸出実績がある施設として、台湾側に登録が承認された加工施設、保管施設及び養殖
施設

4．登録施設について

10/25



要綱案の登録施設として台湾側に登録が承認されるには、以下３つの条
件を満たす必要があります。

1. 新規制施行までに台湾向けに水産食品の輸出実績（台湾における輸
入実績）がある施設である。

2. 当該施設等の情報と関連書類を農水省に提供し、農水省の確認を受
ける。

3. 台湾側による審査を受け、承認を得る。

4．登録施設について

上記の条件を満たさない施設は、台湾側のシステム査察の完了と、要綱
案の改正※をお待ち頂く必要があります。
※輸出促進法に基づく施設認定に係る手続を定めるための改正

（参考）登録施設の一覧（令和5年11月20日時点）」
養殖施設： https://www.maff.go.jp/j/shokusan/hq/i-4/attach/pdf/tw2210-20.pdf
加工施設： https://www.maff.go.jp/j/shokusan/hq/i-4/attach/pdf/tw2210-18.pdf
保管施設： https://www.maff.go.jp/j/shokusan/hq/i-4/attach/pdf/tw2210-17.pdf 11/25
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① 農水省HPで情報登録

② 営業許可証の写し等、

施設の関連書類を✉で提出

（入力者）

台
湾
側

③ 施設情報を確認の上、

台湾側に施設情報を送付

④ 審査し、承認

（HPで公表：時期未定）

⑤ HPで公表

⑥ 一元的な輸出証明書発給

システムに施設情報を登録

当該施設担当者以外の方が農水省

HPで施設等情報を登録する場合は、

当該施設側の同意を得てください。

要綱案の登録施設に関する手続は、従前同様、規制対策グループが行
います。

具体的には、以下フローを予定しております。
輸出実績がある施設等の情報は、以下農水省HPからご提供下さい。
（https://www.maff.go.jp/j/shokusan/hq/i-4/tw2210.html）

4．登録施設について（参考：要綱外）
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現行は２つの様式

新規制施行以降は１つの様式

活貝 活以外
の貝

水産食品

【新たに記載が必要となる項目】
・施設番号 ・保管施設
・輸送時の温度 ・バッチ番号
・出港日

【申請先】
水産庁加工流通課等

【申請先】
地方農政局等

【申請先：活貝】
水産庁加工流通課等

【申請先：水産食品(活貝以外)※】
地方農政局等 ※活魚含む

水産食品（貝類
以外）は不要

※【記載不要となる項目】
船舶名/航空機名、生産日等

5．衛生証明書について

現行の２つの様式は、１つの新様式に変わります。
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新様式の衛生証明書発行手続5．衛生証明書について

〇 発行対象品目
・食用の水産動物及びそれらの加工品（ＨＳコードが03（全て）、1604、1605に該当するもの）

〇 証明書申請先
・水産食品（活貝以外）：登録施設又は輸出者の事業所が所在する都道府県を管轄する地方農政局等
・活貝： 加工流通課等

〇 発行要件
・出港前の貨物であること
・申請書（別紙様式１－１ ）と添付書類の内容が合致していること
・登録施設で取扱われたものであり、申請書類の内容において食品衛生上の問題が認められないこと
・台湾側が要求する条件（別紙様式１－１の誓約事項（８））を満たすものであること

〇 衛生証明書発行申請書（別紙様式１－１ ）に添付が必要となる資料
① インボイスの写し
② パッキング・リストの写し
③ コンテナ番号及び封印番号が確認できる書類
④ 申請者と輸出者が異なる場合、輸出者が作成した委任状

〇 証明書の発行
証明書発行機関は、提出のあった書類により発行要件に適合しているかどうかを審査した後、問題がない
と認められるときは、別紙様式２により、電子署名を行った電磁的記録による別紙様式２の証明書原本を一
元的な輸出証明書発給システムにより発行する。

■証明書発行手続の概要

①から③までの書類については、別紙様式１－１
（１．輸出水産食品の詳細）の内容が確認できる書
類の添付のみで可
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新様式の衛生証明書発行手続

■衛生証明書発行申請書（別紙様式1-1）の記載事項
（１）輸出者名及び住所
（２）輸入者名及び住所
（３）出港日
（４）輸送方法（※アからウまでのいずれか１つにチェック） □ア．航空機 □イ．船舶 □ウ．その他（具体的に記載： ）

（５）輸送時の温度（※アからウまでのいずれか１つにチェック） □ア．常温 □イ．冷蔵 □ウ．冷凍

（６）コンテナ番号（※船舶輸送の場合のみ記載すること）※航空輸送の場合はインボイス番号を記載する可能性がある（協議中）
（７）封印番号（※船舶輸送の場合のみ記載すること）
（８）原産国（※商品（ＨＳコード６桁で判断した場合）の生産国）
（９）商品名称（※商品名や当該商品の内容がわかる一般的な名称を記載すること。
また、貨物に複数の商品を含む場合は（８）から（16）を商品ごとに記載すること。）

（10）種名（学名）
（11）養殖・生産地域

（※（10）が二枚貝の場合のみ記載。養殖・漁獲された都道府県名、又は原産国名（海外の場合）を記載すること。）

（12）養殖施設の名称及び認定番号
（13）加工施設の名称及び認定番号
（14）保管施設の名称及び認定番号
（15）バッチ番号（※製品を識別・追跡するための番号（数字や文字）。ロット番号と同様。）
（16）数量及び重量

5．衛生証明書について
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新様式の衛生証明書発行手続

■衛生証明書発行申請書（別紙様式1-1）の誓約事項

当該輸出水産食品は次の内容を満たすものであることを誓約する。
（１）上記の記載事項が正しいこと。
（２）出港前の貨物であること。
（３）調査の必要があると認められる場合には、関係者が調査に立ち会い貨物の開梱等を行うことを
承諾すること。

（４）証明書を受け取る際に証明書中の記載事項が本申請書の記載事項と相違ないことを輸出者の
責任で確認すること。

（５）当該輸出水産食品に係る入手経路については取引関係書類等で確認できること。
（６）食品衛生法に適合し、人の食用に適するものであること。
（７）「生産海域における貝毒の監視及び管理措置について」（平成27年３月６日付け26消安第
6073号農林水産省消費・安全局長通知）２の（２）に基づく出荷の自主規制の対象となっていな
いこと。

（８）台湾側が要求する以下の条件を満たすものであること。
ア．捕獲から輸送まで台湾の関連法令に沿って衛生的に取り扱われた製品であること。
イ．台湾の法令に沿ったHACCPに基づいて衛生管理が行われている施設由来の製品であること。
ウ．人の健康を害するレベルの病原微生物や有害物質が含まれていないこと。
エ．台湾の法令に基づく衛生基準を満たすこと。
（※当面の間、上記アからエまでの「台湾」を「国内」と読み替えることとする。）

5．衛生証明書について
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衛生証明書の発行申請から証明書原本のダウンロードまで、一元的な輸出証明書発給システムにより行います。
一元的な輸出証明書発給システムのご利用には、輸出者（又は代理申請者）が、

「gBizIDプライムアカウントを取得」と、「一元的な輸出証明書発給システムの利用申請」を行う必要が
あるので、必ず事前に実施して下さい。
なお、gBizIDプライムアカウントの取得には一週間程かかりますので、 gBizIDプライムアカウントをお持ちでない方は余裕を
持って事前に取得して下さい。詳しくは農水省の以下HPをご参照下さい。
https://www.maff.go.jp/j/export/e_shoumei/shoumei_system.html

新様式の衛生証明書発行手続

輸入事業者

⑤原本を提出

④電子署名付きPDFファイルの証明
書原本を送付（紙への印刷不可）

税関(台湾)

輸出事業者

日本 台湾

①申請

②審査・発行 ⑥原本を確認

原本

審査・発行機関
（地方農政局等）

③発行通知後、
電子署名付き
PDFファイルの
証明書原本をシ
ステムからダウ
ンロード

原本

衛生証明書発行フロー

⑦輸入許可

※副本（公印等なし）は紙に印刷可能

原本衛生証明書発行方法
電子署名を行った電磁的記録による証

明書原本を発行（PDFファイル）

衛生証明書の発行申請方法

一元的な輸出証明書発給システムにより

申請

5．衛生証明書について
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衛生証明書の新様式（２０２３年１１月時点）

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/hq/i-4/tw2210.html

5．衛生証明書について

農水省HPに掲載中の新様式案と同じです

19/25
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衛生証明書の新様式（２０２３年１１月時点）5．衛生証明書について（参考：要綱外）
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新様式の衛生証明書発行手続

新様式の衛生証明書の発行申請の受付開始時期について

【（一元的な輸出証明書発給システムによる）新様式の衛生証明書の発行申請の受付及び発行開始日】

・2023年12月13日を予定（発給システム稼働日）

・農水省HPで6月末までに入力頂いた登録施設は、12月13日から使用可能の予定※

・農水省HPで10月末までに入力頂いた登録施設は、12月1４日から使用可能の予定※

※台湾側の承認状況によります

【新様式の衛生証明書が必要になる時期】

（台湾側が新規制を2024年1月1日に施行する場合）

2024年1月1日以降に台湾に輸入されるもの

日本を2023年12月に出港し、2024年1月以降に台湾に輸入される船
積みを予定される輸出事業者（又は代理申請者）におかれては、 2023
年11月末迄に、申請予定の証明書発行機関に対して輸出予定情報を
連絡し、連携を図ってください。

5．衛生証明書について
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新様式の衛生証明書発行手続

輸出間際の証明書発行申請及び生鮮品輸出の対応について

〇船便での輸出で、一部の情報（コンテナ番号、封印番号等）が輸出日直前に判明する場合

 仮書類及び仮情報による仮申請を行い、申請先の仮審査を受けること。

 最終情報の入手見込み時期を事前に申請先へ共有すること。

〇生鮮品等を市場で仕入れた当日に、航空便で輸出する場合

 閉庁日に衛生証明書の発行が必要な場合を含め、原則として５営業日前迄に、申請先

に相談すること。

申請先に定期的に輸出予定情報を連絡するなど、円滑な証明書発給のために連携を図

ること。

衛生証明書の発行は、輸出日までに行う必要があります。

申請先における適正な審査及び証明書発行のため、以下に留意してください。

5．衛生証明書について
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輸出事業者の皆様へ

2024年以降も台湾向けに水産食品を輸出するために

 輸出者及び衛生証明書の発行を代理で申請される方は、gBizIDプライムア
カウントの取得と、一元的な輸出証明書発給システムの利用申請を事前に
行って下さい。（詳しくはこちら：https://www.maff.go.jp/j/export/e_shoumei/shoumei_system.html）)

 現時点で台湾向けに水産食品の輸出実績がない事業者の皆様は、2023年
12月末までに台湾への輸出実績（台湾における輸入実績）ができた場合、
当該輸出に関わった施設の情報を農水省HPからご提供下さい。

 台湾向け水産食品の新規制施行以降の対応（証明書の台湾側への提出方
法等）について、社内や輸入事業者と共有して下さい。

 台湾向け輸出水産食品の供給過程に海外施設が関わる場合、当該海外施
設について海外当局から台湾側に承認申請が行われ、台湾側の承認が得ら
れるよう、海外施設側に依頼してください。

6．輸出事業者の皆様へ
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